
１．はじめに

気象庁は1996年に１か月予報，2003年に３か月予報

と暖・寒候期予報に数値予報を導入した．本稿では，

これら力学的長期予報の現業化の経緯を振り返る．

数値予報の初期値に含まれる誤差を０にすることは

出来ない．また，大気には，初期状態が少し異なると

その後の時間発展が大きく異なるというカオス的な性

質がある．このため，予報時間の長い１か月予報は決

定論的に行うことができず，確率的に行う必要があ

る．この確率予報を実現するために考えられたのが，

解析誤差程度の僅かに異なった複数の初期値からス

タートした複数の予報を利用するアンサンブル数値予

報である ．１か月予報へのこのアンサンブル数値予

報の導入の経緯を第２節で述べる．

大気の初期値問題としての性質が強い１か月予報に

比べ，より予報時間の長い季節予報では，海面水温な

どゆっくり変動する境界条件の影響を予測することが

重要である ．この季節予報への数値予報の導入につ

いて第３節で解説する．

２．１か月アンサンブル数値予報の現業化

2.1 最初の１か月アンサンブル数値予報実験の成

功

１か月予報に数値予報を用いる試みは1979年まで遡

ることが出来るが，ここでは，予報部数値予報課と長

期予報課（現地球環境・海洋部気候情報課）が協力し

て１か月アンサンブル数値予報の現業化に向けた開発

を開始した，1980年代後半から話を始める．当時，

ヨーロッパ中期予報センター（ECMWF）や米国気

象センター（後の米国環境予測センター，NCEP）な

どで，全球大気モデルを用いた１か月アンサンブル予

報実験が盛んに行われていた．アンサンブルの構成方

法は，Lagged Average Forecast法（ある時間間隔

で行われた複数個の解析値からそれぞれ予報を行い同

じ時刻の予報でアンサンブルを構成するという単純な

方法 ，以後，LAF法と略す）が用いられていた．

気象庁では，1988年３月に全球大気モデルによる８

日予報の毎日運用を開始し，同時に15日予報の月３回

運用も開始した．この15日予報では，実況で熱帯の季

節内振動の東進が顕著な時にそれをよく予報し，その

ときの北半球循環場の予報もよい傾向があるという，

１か月数値予報の可能性を示す注目すべき結果が得ら

れていた ．これら15日予報の実績を踏まえ，また，

外国の数値予報センターにおける実験にも刺激され，

気象庁でもLAF法による１か月アンサンブル予報実

験を開始した ．

最初の実験は，1988年12月29日を最新の初期値とす

る９メンバーで行われた．その予報成績は実験前の想

定を大きく上回る驚異的なもので，10日平均北半球

500hPa高度のアンサンブル平均予報のアノマリ相関

係数は，予報20日ごろまで0.6を超えた．極渦が強い

正の符号の北極振動パターンと，ヨーロッパから東ア

ジアにかけての波列状のユーラシアパターンなど，北

半球規模の大規模な変動が見事に予報されていた．続

いて1989年１月29日を最新の初期値とする実験を行っ

た．この事例も高い予報成績を示し，しかも，２月初

めに発生したアラスカ付近の強いブロッキング高気圧

2007年6月 15

〔創立125周年記念解説〕 ： （長期予報；アンサンブル予報)

力学的長期予報の現業化

前 田 修 平 ・小 林 ちあき

Introduction of operational numerical long-range
 

forecasting systems at JMA.

Shuhei MAEDA，気象庁地球環境・海洋部気候情

報課．

Chiaki KOBAYASHI，気象庁オゾン層情報セン

ター．

Ⓒ 2007 日本気象学会

気象庁の用語の定義とは異なり，ここでは長期予報を

１か月予報と季節予報（３か月予報，暖・寒候期予

報）とに分けて述べる．



を予測できたグループとそうでないグループに分かれ

るという，大気のカオス的な性質を明瞭に示す興味深

い結果も得られた．

2.2 １か月アンサンブル数値予報の現業化まで

２つの予報実験の成功により，力学的１か月予報へ

の期待が一気に高まった．しかし，その後の本格的な

多数事例の予報実験 の結果はそれほど楽観的なもの

ではなく，現業化に向け解決すべき課題をいくつか浮

き彫りにした．特に深刻な問題のひとつは，モデルで

予測されるブロッキング高気圧の頻度が予報時間とと

もに減り，１か月予報の後半には観測される頻度の半

分程度になってしまうことであった ．このことは，た

とえアンサンブル数値予報を行ったとしても，１か月

予報にとって決定的に重要な予報対象であるブロッキ

ング高気圧を，確率的にも正しく予報出来ないことを

意味している．また，古い初期値を使うLAF法では，

予報前半のアンサンブル平均予報の精度が最新の初期

値から始めた単独予報の精度を下回ること や，アン

サンブル平均予報の誤差とアンサンブルメンバー間の

拡がりとの相関関係が得られないため予報精度の予報

ができないこと など，アンサンブル数値予報のため

の初期摂動作成手法にも問題があることも示された．

このうちブロッキング高気圧の頻度の問題に関して

は，その後の全球大気モデルの改良で大きく改善され

た．数値予報課では1996年の数値予報計算機システム

更新に向け全球大気モデルの水平・鉛直解像度を

T213L30にあげ，物理過程も大幅に改良した．その中

解像度版（T63L30）のモデルを用いて１か月予報実

験を行ったところ，ブロッキング高気圧の頻度が観測

に近くなった．小林ほか は，物理過程，特に積雲対

流スキームの改良で熱帯域の降水量の再現性がよく

なったこと が，この改善に効果的であったことを示

唆している．

初期摂動作成手法の開発については，ECMWFと

NCEPが先行した．ECMWFでは特異ベクトル

（SV）法が開発された ．SV法は，簡略化した数値

予報モデルを用いて有限時間で線形成長が最も速い擾

乱（SV）を求め，それを解析値に重ねる手法で，初

期値に含まれる誤差の確率分布よりも，予報をスター

トした後の誤差成長を重視するものである．一方，

NCEPでは成長モード育成（BGM）法が開発され

た ．BGM 法は現業数値予報解析サイクルの中で成

長モードを育成し（breed)，それを解析値に重ねる

手法である．初期値に含まれうる誤差の特徴を重視し

た方法で，SV法と違いその計算に簡略化したモデル

を必要としないというメリットもある ．気象庁で

は，ECMWFと同様にSV法を開発し，これによる

予報実験を行ったところ，アンサンブル平均予報の誤

差とスプレッドとの相関関係がある程度得られるよう

になるなど，一定の改善が見られた ．

以上のような開発，また，アンサンブル数値予報の

結果を発表予報の要素に翻訳するガイダンスの開

発 ，北半球大気の主要変動モードの予測に関する調

査 などの成果を踏まえ，気象庁は1996年の数値予報

計算機システム更新時に，１か月アンサンブル数値予

報の現業運用を開始した．一般に公表している１か月

予報にアンサンブル数値予報を用いるのは，世界で始

めてのことであった ．同時に，確率予報を導入し，

予報精度に見合うよう予報期間を変更するなど，１か

月予報の発表内容を大幅に変更した ．この時点で，

長期予報に初めて確率予報が導入された．

2.3 １か月アンサンブル数値予報の現業化以後

1996年の現業化以後，水平・鉛直解像度の増を含む

幾度かの数値予報モデルの改良，週間アンサンブル予

報の現業化に伴うSV法からBGM 法への変更 ，陸

面解析の開始 ，アンサンブル数の増加などを経て現

在に至っている（第１表)．

１か月アンサンブル数値予報の導入は，確率的な予

報の開始や予報精度の向上に寄与したのみではなく，

現場の予報作業も大きく変えた．すなわち，予報官

は，短期予報や週間予報と同様に，数値予報天気図類

を解釈し，予報を作成することとなった．その結果，

予報現場では，１か月予報が対象とする大規模な大気

運動とその予測可能性に関する知識が深まった．例え

ば，大西洋のブロッキング高気圧が，その崩壊の過程

でアジアジェット沿いに準定常ロスビー波を射出し，

日本の天候に大きな影響を与えること など，これま

であまり知られていなかったことが予報現場で毎週の

ように議論されている．

また，最近では１か月アンサンブル予報値などを

使った研究が大学でも進められ，成層圏突然昇温の予

測可能性 ，マッデン・ジュリアン振動（MJO）に伴

う不安定摂動の解析 など，興味深い研究成果も出て

きている．

〝天気"54．6．

ECMWFとNCEPは1992年に週間アンサンブル数

値予報を導入したが，１か月予報には導入しなかっ

た．
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３．季節予報への力学的手法の導入

3.1 エルニーニョ現象の予測のための大気海洋結

合モデルの現業化

１か月よりも長い，３か月から半年程度先までの予

報をする際に頼りになるのは，緩和時間が長い海洋の

影響を受けた大気の変動である．もちろん，海洋も大

気の影響を受けて変動するので，季節予報を行うため

には，大気と海洋の相互作用を表現できる大気海洋結

合モデルと，海洋の初期値を得るための海洋データ同

化システムが必要となる．

気象庁で季節予報のための大気海洋結合モデルと海

洋データ同化システムの開発を始めたのは1980年代末

のこと である．まずは，気候システムの中で最も主

要な年々変動であり，熱帯のみならず中・高緯度大気

に与える影響も大きく，その物理的メカニズムから予

測可能性が高い現象と考えられる，エルニーニョ現象

の予測をターゲットとした．

これらの開発は，1995年の海洋データ同化システム

の現業化 を経て，1999年にエルニーニョ予測のため

の大気海洋結合モデルの現業運用として結実した ．

その後，３次元変分法の導入や塩分などの新たな観測

データの利用などによる海洋データ同化システムの高

度化，大気モデルの変更など大気海洋結合モデルの改

良を経て，現在に至っている(第２表)．過去事例を対

象としたハインドキャストの結果によれば，太平洋赤

道域中・東部のエルニーニョ監視海域の海面水温の予

測精度は，リードタイム６か月でも0.7を超え，エルニー

ニョ予測としては十分に実用に耐えるものである ．

3.2 季節予報の潜在的予測可能性評価

大気海洋結合モデルの開発と並行して，海面水温が

完全に予測できた場合に到達可能な予測可能性の上限

を調べる，季節予報の潜在的予測可能性に関する研究

が進められた ．これらの研究では，観測された

海面水温を下部境界条件として全球大気モデルによる

アンサンブル数値実験を行うことにより，海面水温の

変動に対する大気の応答成分（シグナル）とそれ以外

の変動成分（ノイズ）を求め，その比を予報精度の上

限と考える．杉 は，日本付近の季節平均850hPa気

温の予測精度の上限は，アンサンブル平均予報と観測

値との相関係数で0.6程度であり，降水量はさらに小

さいと述べている．これらの研究により，季節予報の

予測可能性に対する理解が深まるとともに，予測可能

性の上限を目指すというモデル開発の目標が明確に

なった．

3.3 季節予報への力学的手法の導入

3.1で述べたように，気象庁の現業大気海洋結合モ

デルは，太平洋赤道域中・東部の海面水温に関しては

実用に耐える予測精度が確認されている．しかしなが

ら，他の海域では海面水温の予測精度が十分でなく，

リードタイムが短いうちは持続予報（予報初期の平年

偏差が持続すると仮定）の方が，リードタイムが長く

なると気候値予報（平年偏差を０と仮定）の方が，そ

れぞれ誤差が小さいことが多い．また，大気海洋結合

モデルで中・高緯度大気の確率予報に必要なアンサン

ブル数を確保することは，計算機資源の制限から無理

であった．これらの理由により，気象庁が2003年に始

めた力学的手法では，大気海洋結合モデルによる大気

の予測結果を用いるという，いわゆる一段階法ではな

く，あらかじめ予測された海面水温を全球大気モデル

の境界条件として用いる二段階法を採用した．海面水

温は，エルニーニョ監視海域の海面水温予測値，持続

予報，気候値予報を，それぞれの予測精度を考慮し統

計的に組み合わせた値を用いた．

力学的手法の導入にあたっては，事前に過去18年分

を参照のこと．

第１表 長期予報のためのアンサンブル数値予報 第２表 エルニーニョ予測のための数値予報システムの仕様

（2006年４月現在)．詳しくは，北村

7

の仕様（2006年４月現在)．
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システム

（EPS）

7200 1年6月

１ の，表２は写研組み ．元はTENK601H物を画像にした物表



５メンバーのハインドキャストを行い，その精度を検

証した ．日本の天候に大きな影響を与えるアジアモ

ンスーンの予測精度が十分ではないなどの問題もあっ

たが，日本付近の気温の予測精度が従前の統計的手法

よりは高いことが確認できたので，モデル改良による

今後の精度向上も期待して，導入に踏み切った．その

後，全球大気モデルの改良等を経て，現在に至ってい

る（第１表)．

４．まとめと今後の課題

長期予報への力学的手法の導入について，過去20年

程度の経緯を振り返った．この間，数値予報モデルの

改良，アンサンブル数値予報手法の開発等，飛躍的に

予報技術が進展した．中でも特筆すべきは，予測可能

性に関する科学的な理解が進み，それが技術開発によ

り現業長期予報に生かされるようになったことであ

る．最後に，長期予報の改善に向けた今後の課題につ

いて述べ，結びに変えたい．

季節予報については，本来の予測手法であり，既に

ECMWFやNCEPなどの主要な数値予報センターで

実施している，大気海洋結合モデルを直接用いる一段

階法の導入が当面の重要な課題である．現在，気候情

報課は気象研究所と協力しつつ，大気海洋結合モデル

と海洋データ同化手法の改良を行っており，太平洋西

部熱帯域の海面水温予測精度の向上など，その成果も

得られつつある．また，大気海洋相互作用がMJOの

振る舞いに重要な役割を果たしているとの研究もあ

り，将来的には１か月予報においても大気海洋結合モ

デルの導入を検討する必要もあるだろう．

確率予報を正しく行うためには，アンサンブル手法

も改良する必要がある．初期摂動の作成手法について

は，BGM 法，SV法ともに改良の余地は多い．アン

サンブル予報に非常に適したデータ同化手法であるア

ンサンブル・カルマンフィルターも開発中 であり，

今後，初期摂動作成法は大きく改善される可能性が高

い．また，初期値のみでなく，数値予報モデルの不完

全性に起因する予測の不確実性に対処するためのいく

つかの異なるモデルの予報結果を利用するモデルアン

サンブル の導入も必要であろう．

長期予報に関係する現象とその予測可能性に関する

理解も不足している．例えば，エルニーニョ現象が日

本の天候に影響を及ぼすメカニズムとその予測可能性

が十分に理解されているとは言い難い．気象庁と大

学・研究機関との連携をより一層深め，これらの現象

と予測可能性に関する研究を進め，その成果を現業に

効果的に生かす仕組みを構築することが必要である．

また，使いにくい確率予報の有効利用を目指し，ユー

ザーと連携した調査・研究を行うことも必要である．
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